
様式第７号（第 12条関係） 

 

  ○○年○○月○○日 

 

鳥栖市長 様 

 

（特定非営利活動法人の名称）        

特定非営利活動法人 〇〇〇〇    

清算人 住所 鳥栖市宿町○○番地○    

氏名    鳥栖 太郎       

電話番号  0942-11-1111      

 

 

解散届出書 

 

 

 特定非営利活動促進法第３１条第１項第 １ 号に掲げる事由により下記のとおり特定非営利活動

法人を解散したので、同条第４項の規定により、届け出ます。 

 

記 

 

１ 解散の理由 

   活動を展開していた主な会員が退会し、活動を継続することが難しくなったため 

２ 残余財産の処分方法 

  （財産が０の場合）譲渡する財産は、ありません。 

  （財産が多少ある場合）財産の○○○円は、公告費用の一部として処分します。 

  （財産がかなりある場合）残余財産は、定款の定めにより○○○○に譲渡します。 

 

 

 

 

（備考） 

１ ①の部分には、解散事由の区分に応じ、１、２、４又は６のうちいずれかを記入すること。 

２ 解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を添付すること。 

 

法人名、清算人の住所・氏名は記載され

ていますか。 

具体的な解散理由が

記載されています

か。 

具体的な処分方法が記載されていますか。 

定款に譲渡先を定めていない場合は、別途残余財産譲渡

認証申請書が必要です。 

解散理由に応じて 

社員総会の決議なら「1」 

定款で定めた解散事由の発生なら「2」 

社員の欠乏なら「4」 

破産手続き開始の決定なら「6」 

と記載されていますか。 

＜添付書類＞ 

解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項

証明書が添付されていますか。 

令和 3年 6月以降、 

押印は不要です。 


